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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
主レンズ系の像側に装着されるテレコンバータであって、該テレコンバータは負の屈折力
を有し、前記テレコンバータのレンズ面の間隔のうち最も広い空気間隔の像側に配置され
た光学系である後群は、物体側より像側へ順に、正の屈折力のレンズ群ＲＬ１、負の屈折
力のレンズ群ＲＬ２、正の屈折力のレンズ群ＲＬ３より構成され、前記レンズ群ＲＬ２は
、単一の負レンズより成り、前記後群の物体側から数えて第ｉ番目の正レンズの焦点距離
と材料のアッベ数をそれぞれＲｆｐｉ、Ｒνｄｐｉ、前記テレコンバータの焦点距離をｆ
、前記負レンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々Ｒνｄ２ｎ、ＲθｇＦ２ｎとすると
き、
５＜Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜＜５４
０＜ＲθｇＦ２ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ２ｎ＜０．０５
なる条件式を満足することを特徴とするテレコンバータ。
【請求項２】
前記レンズ群ＲＬ３は負レンズを有し、該負レンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々
Ｒνｄ３ｎ、ＲθｇＦ３ｎとするとき、
０．００＜ＲθｇＦ３ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ３ｎ＜０．０５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１のテレコンバータ。
【請求項３】
主レンズ系の像側に装着されるテレコンバータであって、該テレコンバータは負の屈折力
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を有し、前記テレコンバータのレンズ面の間隔のうち最も広い空気間隔の像側に配置され
た光学系である後群は、物体側より像側へ順に、正の屈折力のレンズ群ＲＬ１、負の屈折
力のレンズ群ＲＬ２、正の屈折力のレンズ群ＲＬ３より構成され、前記レンズ群ＲＬ３は
負レンズを有し、前記後群の物体側から数えて第ｉ番目の正レンズの焦点距離と材料のア
ッベ数をそれぞれＲｆｐｉ、Ｒνｄｐｉ、前記テレコンバータの焦点距離をｆ、前記負レ
ンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々Ｒνｄ３ｎ、ＲθｇＦ３ｎとするとき、
５＜Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜＜５４
０．００＜ＲθｇＦ３ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ３ｎ＜０．０５
なる条件式を満足することを特徴とするテレコンバータ。
【請求項４】
前記レンズ群ＲＬ２の最も像側のレンズ面の曲率半径をＲｒ２ｒ、前記レンズ群ＲＬ３の
最も物体側のレンズ面の曲率半径をＲｒ３ｆとするとき、
０．０３＜（Ｒｒ２ｒ－Ｒｒ３ｆ）／（Ｒｒ２ｒ＋Ｒｒ３ｆ）＜０．２５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項のテレコンバータ
。
【請求項５】
前記レンズ群ＲＬ１の最も像側のレンズ面の曲率半径をＲｒ１ｒ、前記レンズ群ＲＬ２の
最も物体側のレンズ面の曲率半径をＲｒ２ｆとしたとき、
－０．３０＜（Ｒｒ１ｒ－Ｒｒ２ｆ）／（Ｒｒ１ｒ＋Ｒｒ２ｆ）＜－０．０７
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項のテレコンバータ
。
【請求項６】
前記レンズ群ＲＬ１と前記レンズ群ＲＬ３は、いずれも正レンズと負レンズとを接合した
接合レンズからなることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項のテレコンバータ。
【請求項７】
前記テレコンバータのレンズ面の間隔のうち最も広い空気間隔の物体側に配置された光学
系である前群は、１以上のレンズ群を有し、前記前群の最も像側のレンズ面から前記レン
ズ群ＲＬ１の物体側のレンズ面までの光軸上の間隔をｄｆｒ、前記テレコンバータの光軸
上の長さをｔｄとするとき、
０．０８＜ｄｆｒ／ｔｄ＜０．２７
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項のテレコンバータ
。
【請求項８】
前記テレコンバータのレンズ面の間隔のうち最も広い空気間隔の物体側に配置された光学
系である前群は、物体側より像側へ順に、レンズ群ＦＬ１とレンズ群ＦＬ２より構成され
、前記レンズ群ＦＬ１は正レンズと負レンズとを接合した接合レンズからなり、前記レン
ズ群ＦＬ２は正レンズと負レンズとを接合した接合レンズからなることを特徴とする請求
項１乃至７のいずれか１項のテレコンバータ。
【請求項９】
前記レンズ群ＦＬ１の最も像側のレンズ面の曲率半径をＦｒ１ｒ、前記レンズ群ＦＬ２の
最も物体側のレンズ面の曲率半径Ｆｒ２ｆとするとき、
０．０３＜（Ｆｒ１ｒ－Ｆｒ２ｆ）／（Ｆｒ１ｒ＋Ｆｒ２ｆ）＜０．２５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項８のテレコンバータ。
【請求項１０】
主レンズ系と、該主レンズ系の像側に着脱可能に装着された請求項１乃至９のいずれか１
項に記載のテレコンバータを有することを特徴とする撮影光学系。
【請求項１１】
請求項１０に記載の撮影光学系と、該撮影光学系によって形成された像を受光する受光手
段とを有することを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
本発明は、主レンズ系の後方（像側）に着脱可能に装着してレンズ系全体の焦点距離を長
い方に変位させるテレコンバータ及びそれを有する撮影光学系に関する。本発明は特にデ
ジタルカメラ，ビデオカメラ，電子スチルカメラ，ＴＶカメラ，そして銀塩写真用カメラ
等の撮像装置に好適なものである。
【背景技術】
【０００２】
従来より、一眼レフレックスカメラでは交換レンズ（主レンズ系）（撮影レンズ）とカメ
ラ本体の間に負の焦点距離(屈折力)のレンズ（テレコンバータ）を着脱可能に装着して全
系の焦点距離を長い方へ変位することが広く実施されている。この方式はレンズ系全体の
焦点距離を容易に変位でき、且つ、主レンズ系の物体側に装着する方式に比べてレンズ系
全体がコンパクトにできるという利点がある。しかしながら、この方式は全系の焦点距離
の拡大倍率に比例して全系の開放Ｆナンバーが大きくなる、即ちレンズ系全体の明るさが
低減してくる。
【０００３】
また、主レンズ系にテレコンバータを装着した場合はその拡大倍率が大きくなるほど、そ
れに比例して主レンズ系の残存収差が拡大される。この為、多くの場合テレコンバータを
主レンズ系に装着すると画質が低下してくる。例えばテレコンバータを主レンズ系に装着
したときの拡大倍率が２倍であった場合は、横収差は２倍に拡大され画質が低下する。ま
た縦収差は拡大倍率の自乗倍つまり４倍に拡大される。但し、テレコンバータの場合は主
レンズ系のＦナンバーも２倍に拡大される。結局は縦収差も単位焦点深度当たり２倍に拡
大されて低下する。
【０００４】
そのため、テレコンバータを主レンズ系に装着したときの全系の諸収差を良好に維持する
ためには、テレコンバータ自体の諸収差を良好に補正しておく必要がある。従来よりパワ
ー配置（屈折力配置）やレンズ構成等を最適化することにより主レンズ系に装着したとき
の光学性能を良好に維持したテレコンバータが知られている（特許文献１、２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６３－１４７１２７号公報
【特許文献２】特開２００９－８０１７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
主レンズ系に装着したとき、全系の焦点距離を長い方へ変位させる方式のテレコンバータ
は負の屈折力を持っている。このため、それ自体が大きな負のペッツバール和を有してい
るため、主レンズ系に装着すると、多くの場合、像面湾曲が低下してくる。また、テレコ
ンバータを主レンズ系に装着したとき、開口絞りは主レンズ系が有しているため、多くの
場合、主レンズ系内の開口絞りを用いている。このために、テレコンバータ内では、軸外
光束の主光線が光軸と交差することがなく、光軸の上方と下方を通過するようになる。
【０００７】
この為、テレコンバータは光軸外を通過することにより発生する諸収差を相殺することが
一般に困難である。テレコンバータを主レンズ系に装着したとき球面収差、コマ収差、像
面湾曲などの補正は比較的容易であるが、倍率色収差の補正が困難になってくる。
【０００８】
本発明は、主レンズ系に装着したときでも高い光学性能が容易に維持することができるテ
レコンバータ及びそれを有する撮影光学系の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００９】
　本発明のテレコンバータは、主レンズ系の像側に装着されるテレコンバータであって、
該テレコンバータは負の屈折力を有し、前記テレコンバータのレンズ面の間隔のうち最も
広い空気間隔の像側に配置された光学系である後群は、物体側より像側へ順に、正の屈折
力のレンズ群ＲＬ１、負の屈折力のレンズ群ＲＬ２、正の屈折力のレンズ群ＲＬ３より構
成され、前記レンズ群ＲＬ２は、単一の負レンズより成り、前記後群の物体側から数えて
第ｉ番目の正レンズの焦点距離と材料のアッベ数をそれぞれＲｆｐｉ、Ｒνｄｐｉ、前記
テレコンバータの焦点距離をｆ、前記負レンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々Ｒν
ｄ２ｎ、ＲθｇＦ２ｎとするとき、
５＜Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜＜５４
０＜ＲθｇＦ２ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ２ｎ＜０．０５
なる条件式を満足することを特徴としている。
　この他、本発明のテレコンバータは、主レンズ系の像側に装着されるテレコンバータで
あって、該テレコンバータは負の屈折力を有し、前記テレコンバータのレンズ面の間隔の
うち最も広い空気間隔の像側に配置された光学系である後群は、物体側より像側へ順に、
正の屈折力のレンズ群ＲＬ１、負の屈折力のレンズ群ＲＬ２、正の屈折力のレンズ群ＲＬ
３より構成され、前記レンズ群ＲＬ３は負レンズを有し、前記後群の物体側から数えて第
ｉ番目の正レンズの焦点距離と材料のアッベ数をそれぞれＲｆｐｉ、Ｒνｄｐｉ、前記テ
レコンバータの焦点距離をｆ、前記負レンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々Ｒνｄ
３ｎ、ＲθｇＦ３ｎとするとき、
５＜Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜＜５４
０．００＜ＲθｇＦ３ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ３ｎ＜０．０５
なる条件式を満足することを特徴としている。
【発明の効果】
【００１０】
本発明によれば、主レンズ系に装着したときでも高い光学性能が容易に維持することがで
きるテレコンバータ及びそれを有する撮影光学系が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】数値実施例１のテレコンバータを主レンズ系に装着したときのレンズ断面図
【図２】数値実施例１のテレコンバータのレンズ断面図
【図３】数値実施例１のテレコンバータを主レンズ系に装着したときの収差図
【図４】数値実施例２のテレコンバータのレンズ断面図
【図５】数値実施例２のテレコンバータを主レンズ系に装着したときの収差図
【図６】数値実施例３のテレコンバータのレンズ断面図
【図７】数値実施例３のテレコンバータを主レンズ系に装着したときの収差図
【図８】本発明の撮像装置の要部概略図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
以下に、本発明の好ましい実施の形態を、添付の図面に基づいて詳細に説明する。本発明
のテレコンバータは、主レンズ系の像面側に着脱可能に装着して全系の焦点距離を主レン
ズ系単独の焦点距離に比べて長い方へ変位する負の焦点距離を有している。テレコンバー
タは、以下、物体側から像側へ順に、レンズ面の間隔のうち最も広い空気間隔を境に前群
と後群より構成されている。前群は１つ又は２つのレンズ群より成っている。後群は、正
の屈折力の第ＲＬ１レンズ群、負の屈折力の第ＲＬ２レンズ群、正の屈折力の第ＲＬ３レ
ンズ群より成っている。
【００１３】
図１は、主レンズ系の像面側に本発明の実施例１のテレコンバータを着脱可能に装着した
ときの全系のレンズ断面図である。主レンズ系としてここでは一例として望遠レンズを挙
げているが、主レンズ系は本実施例に限らずズームレンズ、標準レンズ等、どのようなレ
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ンズ系であっても構わない。
【００１４】
図２は、本発明の実施例１のテレコンバータの単体のレンズ断面図である。図３は実施例
１のテレコンバータを主レンズ系に装着したときの全系の無限遠物体撮影時の収差図であ
る。図４は、本発明の実施例２のテレコンバータの単体のレンズ断面図、図５は実施例２
のテレコンバータを主レンズ系に装着したときの全系の無限遠物体撮影時の収差図である
。図６は、本発明の実施例３のテレコンバータの単体のレンズ断面図、図７は実施例３の
テレコンバータを主レンズ系に装着したときの全系の無限遠物体撮影時の収差図である。
【００１５】
各実施例の主レンズ系にテレコンバータを装着したレンズ系はデジタルスチルカメラや銀
塩フィルムカメラ等の撮像装置に用いられる撮影レンズ系である。レンズ断面図において
、左方が被写体側（前方）で、右方が像側（後方）である。
【００１６】
図１において、ＭＬは主レンズ系、ＲＣＬはテレコンバータ、ＯＬは主レンズ系ＭＬにテ
レコンバータＲＣＬを装着したレンズ系（全系）（撮影光学系）である。主レンズ系ＭＬ
においてＳＰは開口絞り、Ｇは保護ガラス等に相当する光学ブロックである。テレコンバ
ータＲＣＬにおいて、ＦＳはフレアーカット絞りである。ＩＰは像面であり、ビデオカメ
ラやデジタルスチルカメラの撮影光学系として使用する際にはＣＣＤセンサやＣＭＯＳセ
ンサ等の固体撮像素子（光電変換素子）の撮像面、銀塩フィルム用カメラのときはフィル
ム面等の感光面に相当する。
【００１７】
　収差図において、ｄ、ｇは各々ｄ線及びｇ線、Ｓ・Ｃは正弦条件である。Ｍ、Ｓはｄ線
のメリディオナル像面、サジタル像面である。倍率色収差はｇ線によって表している。Ｆ
ｎｏはＦナンバー、ωは撮影半画角である。各実施例のテレコンバータＲＣＬはレンズ面
の間隔のうち最も広い空気間隔の物体側に配置された光学系である前群ＬＦとレンズ面の
間隔のうち最も広い空気間隔の像側に配置された光学系である後群ＲＬより構成されてい
る。前群ＦＬはレンズ群ＦＬ１、レンズ群ＦＬ２より成っている。後群ＲＬは正の屈折力
のレンズ群ＲＬ１、負の屈折力のレンズ群ＲＬ２、正の屈折力のレンズ群ＲＬ３より成っ
ている。
【００１８】
ここでレンズ群とは単一レンズ又は複数のレンズを接合した接合レンズ等、有限の空気間
隔で分離されているレンズをいう。
【００１９】
各実施例のテレコンバータＲＣＬにおいて、後群ＲＬの物体側から数えて第ｉ番目の正レ
ンズの焦点距離と材料のアッベ数をそれぞれＲｆｐｉ、Ｒνｄｐｉとする。また、テレコ
ンバータＲＣＬの焦点距離をｆとする。このとき、
５ ＜ Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜ ＜ ５４ ・・・（１）
なる条件式を満足している。
【００２０】
各実施例のテレコンバータＲＣＬにおいて像面に比較的近いレンズ群ＲＬ１、レンズ群Ｒ
Ｌ２、レンズ群ＲＬ３より成る後群ＲＬは軸外光線の入射高さが高くなっている。このた
め倍率色収差の補正に適したレンズ群である。そこで各実施例では後群ＲＬを構成する正
レンズの焦点距離と、材料のアッベ数に関して条件式（１）を満足するようにして像面湾
曲の発生を抑えながら倍率色収差を良好に補正している。
【００２１】
条件式（１）は後群ＲＬにおける色消しに関するものである。条件式（１）の下限を超え
ると正レンズによる色消しが小さくなりすぎて、倍率色収差を補正するのが難しくなって
くる。条件式（１）の上限を超えると正レンズによる色消しが大きくなりすぎて、倍率色
収差が過補正となるので良くない。条件式（１）はより好ましくは以下のように設定する
のがよい。
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【００２２】
１０ ＜ Σ（Ｒｆｐｉ×Ｒνｄｐｉ）／｜ｆ｜ ＜ ５２ ・・・（１ａ）
このように本発明のテレコンバータによれば、特に倍率色収差を良好に補正し、主レンズ
系に装着したときでも高い光学性能が得られる。
【００２３】
各実施例のテレコンバータにおいて、主レンズ系ＭＬに装着したとき、更に良好なる光学
性能を維持するためには、次の諸条件のうち１以上を満足するのが良い。ＲＬ２レンズ群
ＲＬ２は、単一の負レンズより成り、負レンズの材料のアッベ数と部分分散比を各々Ｒν
ｄ２ｎ、ＲθｇＦ２ｎとする。レンズ群ＲＬ３は負レンズを有し、負レンズの材料のアッ
ベ数と部分分散比を各々Ｒνｄ３ｎ、ＲθｇＦ３ｎとする。レンズ群ＲＬ２の最も像側の
レンズ面の曲率半径をＲｒ２ｒ、レンズ群ＲＬ３の最も物体側のレンズ面の曲率半径をＲ
ｒ３ｆとする。
【００２４】
レンズ群ＲＬ１の最も像側のレンズ面の曲率半径をＲｒ１ｒ、レンズ群ＲＬ２の最も物体
側のレンズ面の曲率半径をＲｒ２ｆとする。前群ＦＬは１以上のレンズ群を有し、前群Ｆ
Ｌの最も像側のレンズ面からレンズ群ＲＬ１の物体側のレンズ面までの光軸上の間隔をｄ
ｆｒとする。テレコンバータＲＣＬの光軸上の長さをｔｄとする。レンズ群ＦＬ１の最も
像側のレンズ面の曲率半径をＦｒ１ｒ、レンズ群ＦＬ２の最も物体側のレンズ面の曲率半
径Ｆｒ２ｆとする。
【００２５】
このとき、
０＜ＲθｇＦ２ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ２ｎ＜０．０５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
０．００＜ＲθｇＦ３ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ３ｎ＜０．０５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３）
０．０３＜（Ｒｒ２ｒ－Ｒｒ３ｆ）／（Ｒｒ２ｒ＋Ｒｒ３ｆ）＜０．２５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４）
－０．３０＜（Ｒｒ１ｒ－Ｒｒ２ｆ）／（Ｒｒ１ｒ＋Ｒｒ２ｆ）＜－０．０７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
０．０８＜ｄｆｒ／ｔｄ＜０．２７　　　　　　　　　　　　　　　・・・（６）
０．０３＜（Ｆｒ１ｒ－Ｆｒ２ｆ）／（Ｆｒ１ｒ＋Ｆｒ２ｆ）＜０．２５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（７）
なる条件式のうち１以上を満足するのが良い。
【００２６】
次に前述の各条件式の技術的意味について説明する。条件式（２）はレンズ群ＲＬ２に配
置された負レンズの材料の部分分散に関するものである。条件式（２）の下限を超えて負
レンズの材料の部分分散が小さくなりすぎると、倍率色収差の補正効果が小さくなりよく
ない。条件式（２）の上限を超えて負レンズの材料の部分分散が大きくなりすぎると、選
択可能な硝材が少なくなってしまいよくない。条件式（２）はより好ましくは以下のよう
に設定するのがよい。
【００２７】
０．０１＜ＲθｇＦ２ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ２ｎ＜０．０４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２ａ）
条件式（３）はレンズ群ＲＬ３に配置された負レンズの材料の部分分散に関するものであ
る。
【００２８】
条件式（３）の下限を超えて負レンズの材料の部分分散が小さくなりすぎると、倍率色収
差の補正効果が小さくなりよくない。条件式（３）の上限を超えて負レンズの材料の部分
分散が大きくなりすぎると、選択可能な硝材が少なくなってしまいよくない。条件式（３
）はより好ましくは以下のように設定するのがよい。
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【００２９】
０．０１＜ＲθｇＦ３ｎ－０．６４３８＋０．００１６８２×Ｒνｄ３ｎ＜０．０４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３ａ）
条件式（４）はレンズ群ＲＬ２とレンズ群ＲＬ３との間の空気レンズの形状に関するもの
である。
【００３０】
条件式（４）の下限を超えると、像面湾曲がオーバーとなりよくない。条件式（４）の上
限を超えると、像面湾曲がアンダーとなりよくない。条件式（４）はより好ましくは以下
のように設定するのがよい。
【００３１】
０．０５＜（Ｒｒ２ｒ－Ｒｒ３ｆ）／（Ｒｒ２ｒ＋Ｒｒ３ｆ）＜０．２２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４ａ）
条件式（５）はレンズ群ＲＬ１と第ＲＬ２群ＲＬ２との間の空気レンズの形状に関するも
のである。条件式（５）の下限を超えると、像面湾曲がオーバーとなりよくない。条件式
（５）の上限を超えると、負の歪曲が大きくなりよくない。条件式（５）はより好ましく
は以下のように設定するのがよい。
【００３２】
－０．２６＜（Ｒｒ１ｒ－Ｒｒ２ｆ）／（Ｒｒ１ｒ＋Ｒｒ２ｆ）＜－０．０９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５ａ）
条件式（４）及び（５）を同時に満足し、且つ適切にバランスをとるのが良く、それによ
れば像面湾曲と歪曲をより良好に補正することが容易になる。
【００３３】
条件式（６）はテレコンバータＲＣＬの光軸上の長さ、即ち最も物体側のレンズ面から最
も像側のレンズ面までの光軸上の長さに対するレンズ群ＦＬ２と第ＲＬ１レンズ群の間隔
との比に関する。条件式（６）の下限を超えて間隔ｄｆｒが小さくなりすぎると、後群Ｒ
Ｌが主レンズＭＬの絞りＳＰに近づくため軸上光線と軸外光線の分離性が低下し倍率色収
差を効果的に補正するのが困難になる。条件式（６）の上限を超えると、テレコンバータ
ＲＣＬのレンズ全長における間隔ｄｆｒが占める割合が多くなりすぎるため所望のレンズ
群を配置することが困難となるためよくない。条件式（６）はより好ましくは以下のよう
に設定するのがよい。
【００３４】
０．０８５＜ｄｆｒ／ｔｄ＜０．２５０ ・・・（６ａ）
前群ＦＬのレンズ群ＦＬ１とレンズ群ＦＬ２は軸上光線の入射高さが比較的高いため、球
面収差と軸上色収差の補正を効果的に行うことが容易である。
【００３５】
条件式（７）はレンズ群ＦＬ１とレンズ群ＦＬ２との間の空気レンズの形状に関するもの
である。条件式（７）の下限、または上限を超えると、球面収差と軸上色収差をバランス
よく補正することが困難となりよくない。条件式（７）はより好ましくは以下のように設
定するのがよい。
【００３６】
０．０４＜（Ｆｒ１ｒ－Ｆｒ２ｆ）／（Ｆｒ１ｒ＋Ｆｒ２ｆ）＜０．２２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（７ａ）
レンズ群ＲＬ１とレンズ群ＲＬ３は、いずれも正レンズと負レンズとを接合した接合レン
ズからなるのが良い。
【００３７】
　これによれば倍率色収差を良好に補正するのが容易になる。レンズ群ＦＬ１は正レンズ
と負レンズとを接合した接合レンズからなり、レンズ群ＦＬ２は正レンズと負レンズとを
接合した接合レンズからなるのが良い。それによれば後群ＲＬで倍率色収差を補正する際
に残存する軸上色収差の補正が容易になる。尚、前群ＦＬは１つのレンズ群のみで構成し
ても良い。
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【００３８】
次に本発明のテレコンバータを主レンズ系の像側に装着し、撮影光学系として用いた一眼
レフカメラ（撮像装置）の実施例を図８を用いて説明する。同図において１０は実施例１
，２，３のいずれか１つのテレコンバータと主レンズ系を含む撮影光学系１を有する撮影
レンズ（交換レンズ）である。撮影光学系１は保持部材である鏡筒２に保持されている。
【００３９】
２０はカメラ本体であり、撮影レンズ１０からの光束を上方に反射するクイックリターン
ミラー３、撮影レンズ１０の像形成位置に配置された焦点板４を有している。更に焦点板
４に形成された逆像を正立像に変換するペンタダハプリズム５、その正立像を拡大結像す
るための接眼レンズ６等を有している。７は感光面であり、像を受光する受光手段（記録
手段）としてのＣＣＤセンサやＣＭＯＳセンサ等の固体撮像素子（光電変換素子）や銀遠
フィルムが配置される。撮影時にはクイックリターンミラー３が光路から退避して、感光
面７上に撮影レンズ１０によって像が形成される。
【００４０】
以上、本発明の好ましい光学系の実施例ついて説明したが、本発明はこれらの実施例に限
定されないことは言うまでもなく、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である
。例えばクイックリターンミラーのない撮像装置に適用することができる。
【００４１】
次に主レンズ系及び実施例１から３に対応するテレコンバータの数値実施例１から３を示
す。数値実施例１から３についてはテレコンバータのデータのみ示している。Ｒｓは主レ
ンズ系の最も像側の面からテレコンバータの最も物体側のレンズ面までの間隔である。数
値実施例１から３における主レンズ系は、焦点距離３９０ｍｍの各収差が十分良好に補正
された望遠レンズを使用している。よって、この主レンズ系にテレコンバータをつけた状
態で各収差が良好に補正されていれば、他のレンズ系に装着した場合も、元の光学性能に
対して良好な特性を得ることができる。
【００４２】
数値実施例において、ｉは物体側から数えた順序を示す。ｒｉは第ｉ番目の光学面の曲率
半径、ｄｉは第ｉ面と第（ｉ＋１）面との間の軸上間隔、ｎｄｉとνｄｉはそれぞれｄ線
に対する第ｉ番目と第（ｉ＋１）面との間の媒質の屈折率、アッベ数を示す。βはテレコ
ンバータを主レンズ系ＭＬに装着したときの拡大倍率を示す。また前述の各条件式と数値
実施例における諸数値との関係を表１に示す。
【００４３】
［主レンズ］
 
単位 mm
 
面データ
面番号       r        d      nd         νd       有効径
 1        270.270   14.50   1.48749    70.4      134.51
 2       -835.232   31.14                        133.96
 3        138.907   20.35   1.43387    95.1      118.33
 4       -523.327    0.19                        116.36
 5       -499.366    4.30   1.72047    34.7      116.33
 6        310.896   27.04                        111.57
 7         96.687   14.92   1.43387    95.1       98.15
 8        664.543    0.24                         96.16
 9         63.598    6.00   1.51633    64.1       84.19
10         51.493   24.99                         76.37
11        461.177    5.35   1.80809    22.8       70.03
12       -178.181    3.20   1.83400    37.2       69.78
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13        117.578   73.69                         65.06
14(絞り)    ∞      10.03                         44.75
15        285.718    7.19   1.72916    54.7       41.58
16        -69.727    2.18   1.84666    23.8       40.79
17       -247.741    0.84                         40.02
18         81.104    5.31   1.84666    23.8       38.15
19       -151.144    2.00   1.69680    55.5       37.25
20         41.763    5.33                         35.01
21       -163.217    1.70   1.88300    40.8       35.07
22         95.192    2.18                         35.79
23         93.284    5.74   1.83400    37.2       37.48
24       -356.898    8.32                         38.04
25         63.599    9.04   1.74950    35.3       40.70
26        -95.263    1.87   1.80809    22.8       40.10
27        101.811   11.05                         39.24
28          ∞       2.20   1.48749    70.2       39.72
29          ∞      27.79                         39.79
30          ∞         BF                         40.77
像面        ∞   
 
各種データ
 
焦点距離     390.09  
Fナンバー      2.90  
画角           3.17  
像高          21.64  
レンズ全長   367.66  
BF            39.00  
 
【００４４】
［数値実施例１］
 
単位 mm
 
面データ
面番号       r        d      nd         νd       有効径
 1        136.661    1.20   1.81600    46.6       22.08
 2         19.932    5.97   1.57501    41.5       21.80
 3        -46.059    2.78                         22.04
 4        -41.442    1.20   1.72916    54.7       21.81
 5         25.523    5.38   1.61340    44.3       22.72
 6        -48.774   10.56                         23.21
 7        -46.012    1.49   1.85026    32.3       24.07
 8         65.320   12.02   1.61340    44.3       25.39
 9        -24.563    0.20                         27.97
10        -39.870    1.20   1.59282    68.6       27.66
11         61.918    0.20                         28.68
12         42.253    9.47   1.48749    70.2       29.57
13        -36.822    2.50   1.59282    68.6       29.79
14       -331.730                                 30.86
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各種データ
 
焦点距離     -83.98
 
前側主点位置   7.09
後側主点位置 -33.52
 
RS　　　　17.79
β　　　　1.996
 
単レンズデータ
レンズ  始面  焦点距離
  1       1    -28.73
  2       2     25.02
  3       4    -21.50
  4       5     28.09
  5       7    -31.56
  6       8     30.66
  7      10    -40.73
  8      12     42.01
  9      13    -70.09
 
【００４５】
［数値実施例２］
 
単位 mm
 
面データ
面番号       r        d      nd         νd       有効径
 1        153.654    1.20   1.88300    40.8       24.00
 2         19.178    6.00   1.57501    41.5       20.85
 3        -59.856    3.98                         21.03
 4        -46.053    1.20   1.83481    42.7       21.07
 5         36.347    5.08   1.73800    32.3       21.97
 6        -37.255    9.83                         22.42
 7        -33.407    1.50   1.83481    42.7       22.53
 8        127.368    7.00   1.65412    39.7       24.06
 9        -22.677    0.20                         25.22
10        -36.679    1.20   1.59282    68.6       25.04
11         67.265    0.20                         25.99
12         44.571    6.00   1.61340    44.3       26.56
13        -39.447    1.50   1.80809    22.8       26.72
14       -567.554                                 27.33
 
焦点距離     -87.27  
  
 
前側主点位置   5.62  
後側主点位置 -26.88  
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RS　　　　17.79
β　　　　1.988
 
単レンズデータ
レンズ  始面  焦点距離
  1       1    -24.92
  2       2     25.98
  3       4    -24.17
  4       5     25.68
  5       7    -31.57
  6       8     29.98
  7      10    -39.87
  8      12     35.07
  9      13    -52.53
 
【００４６】
［数値実施例３］
 
単位 mm
 
面データ
面番号       r        d      nd         νd       有効径
 1         43.119    1.20   1.88300    40.8       21.80
 2         11.681    8.01   1.62588    35.7       19.20
 3        -39.543    2.48                         18.80
 4        -26.576    1.20   1.88300    40.8       17.60
 5         19.128    5.73   1.61340    44.3       17.20
 6        -18.945    3.52                         17.20
 7        -35.911    1.20   1.88300    40.8       15.72
 8         25.159    7.16   1.58144    40.8       16.25
 9        -13.507    0.20                         17.14
10        -16.814    1.20   1.59282    68.6       16.77
11         30.102    0.23                         18.00
12         26.729    5.61   1.73800    32.3       18.48
13        -22.968    1.50   1.80809    22.8       18.77
14        229.102                                 19.43
 
 
焦点距離     -41.91   
   
 
前側主点位置  12.17   
後側主点位置 -13.81   
 
RS　　　　27.79
β　　　　2.779
 
単レンズデータ
レンズ  始面  焦点距離



(12) JP 5546387 B2 2014.7.9

10

20

30

  1       1    -18.48
  2       2     15.33
  3       4    -12.44
  4       5     16.46
  5       7    -16.60
  6       8     16.22
  7      10    -18.03
  8      12     17.58
  9      13    -25.76
 
 
 
【００４７】
【表１】

 
【符号の説明】
【００４８】
ＦＬ：前群　　ＲＬ：後群　　ＦＬ１：レンズ群　　ＦＬ２：レンズ群
ＲＬ１：レンズ群　　ＲＬ２：レンズ群　　ＲＬ３：レンズ群
ＳＰ：絞り　　ＦＰ：フレアカット絞り　　ＩＰ：像面　　ＭＬ：主撮影レンズ
ＲＣＬ：テレコンバータ　　Ｓ：サジタル像面　　Ｍ：メリジオナル像面
ｄ：ｄ線　　ｇ：ｇ線
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